
Ⅴ　災害発生後の対応
１．避難所運営への支援
大規模震災時において教職員は、児童・生徒の安全を確保するとともに、校長を中心として、教育活動の早期の再開を図ることが第一の目標となる。
避難所の開設・運営は、基本的には、避難所運営委員会（自治会代表者など地域住民と市職員の地域連絡員、施設管理者）が行うが、学校（学校地震災害対策本部）としても、住民対応・避難所支援係を設置し、避難所運営委員会による避難所の開設・設営が円滑に行われるように協力する。したがって、学校としては、避難所の開設・運営に当たり、住民対応・避難所支援係が中心となって協力するという関わり方となる。
教職員については、避難所運営に関わる負担が速やかに解消され、第一の目標である教育活動の早期再開のための業務に専念できるようにすることが重要である。
（１）住民対応・避難所支援係の役割・・・当初の避難所の管理・運営への協力
　ア　避難住民の誘導

（1） 住民対応・避難所支援係は、参集した避難所運営委員会の委員や地域連絡員（市職員）と協力して、避難者が体育館に避難するように誘導する。

（2） 住民対応・避難所支援係は、校長室、職員室、会議室、保健室、給食室などについては、それぞれ特別な用途に使用するため、避難者の生活スペースとしては使用しないように、避難所運営委員会に対して要請する。

（3） 住民対応・避難所支援係は、避難所運営委員会からの要請に基づき、避難所開設・運営が円滑に行われるように、ハンドマイク、ワイヤレスマイク、スピーカー設備など用具の貸与など緊急対応として必要な措置を講じる。
イ　放送設備の使用についての対応
（1） 職員室や放送室、体育館放送室の鍵を開け、避難所運営委員会が放送設備を使用できるようにする。
（2） 特に、主要な避難場所となる体育館にある放送室は、確実に利用できるように、あらかじめ、避難所運営委員会の要望があれば、体育館の鍵と合わせて体育館放送室の鍵も地域で保管できるものとする。

（3） 体育館の放送設備は避難所になった場合に使用頻度が高いことが予想されるので、避難所運営委員会のメンバーに使用方法が分かるように、マニュアルなどを放送室に備えておくようにする。

ウ　避難スペースの整備、割り振り

（1） 要援護者スペースの提供
避難住民の避難スペースは基本的には体育館であるが、高齢者や乳幼児のいる家庭、妊婦等に配慮したスペース（要援護者スペース）について、学校と避難所運営委員会が協議のうえ、提供する。事前に学校として、要援護者スペースとして提供できる教室の候補を決めておくようにする。

（2） トイレの使用確保

体育館のトイレのみでは対応が困難な場合、校舎のトイレが使用可能な場合には、避難者が使用できるトイレを指定して、避難所運営委員会を通じて、避難者に周知する。

エ　負傷者の応急手当

（1） 保健室の鍵を開け、養護教諭等の指示で避難住民の応急手当ができる状態に整える。その際に、教育再開時に必要な物品（児童生徒のための備品や書類など）は別途保管する。そのうえで、避難所運営委員会の救護係が、保健室を使って傷の清拭、消毒等の応急手当を行う。
（2） 避難所運営委員会の救護係が行う初期の応急手当に協力する。

オ　その他の避難所運営支援

（1） 基本的には、上記のア～エの業務が中心となる。しかし、災害発生直後の初期対応の段階では、地域連絡員（市職員）や避難所運営委員会の委員の参集状況等から、学校として、避難所の開設、運営に携わらなければならない場合がある。その場合には、校長がリーダーシップを発揮して、住民対応・避難所支援係の人員体制を強化してこれに当たることになる。具体的には、避難者の受け付けや避難者情報の整理などが考えられる。
（2） 全教職員が、大規模震災時において、避難所運営委員会がどのような活動を行い、学校としてどのように関わるのかを、あらかじめ理解しておく。

（3） その一環として、教職員も地域の防災訓練に参加するなど日頃からの積み重ねが必要である。

（4） 地域住民の活動の充実、市職員の応援強化、災害ボランティアの増援などにより避難所運営委員会の体制が強化されてきた場合には、発災後３日から1週間程度を一応の目安として、学校としての支援・協力体制を見直し、教育活動再開の準備に重点を置いた人員配置体制に移行していくようにする。
＝地震災害対策本部（学校）と避難所運営委員会の関係＝　　　
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　情報連絡係


　避難誘導係


　救護係


　巡視救護係


　防災係


　搬出係


　生活係
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避難所の自主的な管理運営


・避難・誘導


・情報の受信・伝達


・食糧・飲料水・生活物資・救援物資の集積・調達


  ・ボランティア活動の組織


　・救護・防疫　　など
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第一の目標は児童生徒の安全確保と早期の学校の教育活動再開に向けた準備を行う


震災発生直後から避難所運営開始までの支援・協力を住民対応・避難所支援係を中心に行う


児童・生徒在校時に地震が発生した場合は、児童・生徒の避難誘導、保護者等への引き渡しと並行して避難の受け入れ体制の準備を行うことになるので、校内の教職員の役割分担を明確にしておく。
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